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Point
左記、男女の賃金差異を情報公開している企業の好事例は
男女賃金格差が少ない、数値として良い事例ではなく、
男女賃金格差に真摯に取り組んだ企業の事例である。

公表義務があって取り組んだ企業と
公表義務がないが取り組んだ企業の2種類
公表義務がないが取り組んだ企業として特に注目すべきは
No.6 三承工業株式会社
No.7 ダイアナ
No.12 株式会社TＣS



好事例の共通点
女性管理職が少ないこと、勤続年数に男女差があることなど、肌感覚では男女差を感じていた
ことが、男女賃金差異を計算したことによって、客観的に見える化され、今後やるべきことが
より明確になったことをメリットとして掲げている企業が多かった。

□直近で女性の採用を増やしたことで相対的に賃金の低い若年層に女性が多い
□管理職のみならず、資格職・技術職など相対的に賃金の高い職種職域に男性が多い
□育児期の女性社員の多くが短時間勤務を選択する
□残業など労働時間が男性のほうが長い
□家族手当や住宅手当など世帯主であることが多い男性に支給されている
□交代勤務、深夜勤務などに付随する手当支給の有無 など

男女賃金格差要因の例



分析後のアクション
分析後明らかになった課題に対して、以下がある
（１）すぐに新たな取り組みを始めたり、施策を追加した企業
（２）分析後、これまでのやり方が正しかったとして、これまでの施策を継続する企業

明らかになった課題に対して、多くの会社で実施している施策
・女性自身を啓発する研修やプログラムの実施
・管理職を啓発する研修やプログラムの実施

しかし、公表義務がある企業ほど、長い間ダイバーシティ施策に取り組んでおり、取り組んでいるにもかかわらず
男女賃金格差がいまだに顕著である場合は、その施策を継続することが適切なのか、留意が必要。

明らかになった課題に対し、新たに実施した施策例
□採用を変えた（新卒や中途採用者の女性比率を上げて実施 など）
□育成を変えた（資格取得の強化、経営層や外部役職者との交流機会の創出 など）
□評価制度を変えた（休職が評価に影響しない改正 など）
□キャリアパスの透明性を高めた、昇進昇格の登用や制度利用者の実績を積み上げた
企業風土を変えた（現場の声を聴き、要望の施策を即実現した など）

上記施策が、その後の男女賃金格差測定の際に、どれだけ改善に貢献し、
その後、いつまでに、どのくらい改善する見通しが立てられるかの評価が大切
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